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危険環境の対比型建設工事安全ポスターの
製作と普及展開

～Bad or Good の観点から～

須 藤 英 明
（公益社団法人 土木学会 安全問題研究委員会 土木工事安全小委員会）

2025.12.15 安全問題討論会報告資料
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土木工事安全小委員会 名簿
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就業人口と労働災害統計
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危険環境をイラストで対比

第一線の労働者の安全意識高揚の一助
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建設業の就労環境とりわけ「現場」には
多くのリスクが存在

Bad or Goodの 着眼点ポスター
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1．発想の拠り所

2. 製作の経緯

3．作品事例

4．期待効果と今後の計画

話題提供内容
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1．発想の拠り所（1）

図－1 ITAの「 Danger／Protection 」
      比較イラスト例（1）
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1．発想の拠り所（2）

図－2 ITAの「 Danger／Protection 」
      比較イラスト例（2）
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2．製作の経緯(1)

(2024年に公開)
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現場でのかるた活用事例（1）

写真－1～3 朝礼ボードに
デジタルサイネージで
掲示
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現場でのかるた活用事例（2）

写真－5 安全通路に掲示写真－4 喫煙所入口に掲示 写真－6 ミーティングに利用

写真－7 かるたを使用した安全勉強会
写真－8 かるたを最も多くとった方へ
         賞品授与11



かるた大会
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富士教育訓練センター
研修棟ロビーへの
建設工事安全かるた掲示状況
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2．製作の経緯(2)

・２画面の対比

・見て学んで

覚える

・積極参加型の

安全教習資料

図－4 ITAの「 Danger／Protection 」 比較イラスト例（再掲）
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• 多くの建設現場で遭遇しやすい場面抽出（12例）

• 説明文言なしで気付いてほしい状況を想定

• 気付きの内容は２～４項目程度

• 不安全と安全の「×〇」的な表示を勘案

• 現場での「安全クイズ等」の汎用性も考慮

• 将来現場を担う次世代へのインセンティブ

• 外国人労働者の方々の活用も視野

• 朝礼看板などにも掲示できるサイズ工夫

• 土木学会の著作権明記
14

着 眼 点
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3．作品事例（無表記版）
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3．作品事例（Bad or Good 表記版）
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3．作品事例（Bad 場面矢印表記版）
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3．作品事例（Dangerous or Safe 表記版）
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4-1．期待効果
①作業現場で遭遇しうる「身近な場面」を読者が目にし、「自分ごと
に置き換えて」不安全な行動や状態に気付く。

②次に「このように対応（行動）すれば、危険環境を回避できる」対
策を見出せる。

③そのような「自ら学んで覚える」自主参加型の安全意識の醸成は、
文言や講話による指導型の安全教育とは別の意義が見込める。

④それは、ひいては、予定外作業やスポット作業等に直面した際、
「もしかしたらこんな危険要因があるかも？」「いったん立ち止まっ
て考えよう！」という積極性に繋がる。

⑤外国人の作業メンバーの方々に安全の重要性「自分の身はまず
自分で守る」を理解してもらうことにも役立つ。
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4-2．今後の計画

① さらに多くの場面を想定した内容の充実化

② ポスターに加え「カード版」刊行

③ 電子データ公開（土木学会ホームページ）
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4-2．今後の計画「その２ 建設工事安全クイズ」
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FIN.

ご清聴

ありがとうございました。
24

Bad 
Good 
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地域安全小委員会 
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令和７年１２月１５日（月）

1
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・少子高齢化社会のさらなる進展、東京圏や都市部への人口集中、
地方自治体の財政難、老朽化インフラの増加等の問題を抱える中、
災害発生後もいかにして市民の安全で安心な生活を維持、継続して
いくかが課題

・土木学会として、市民のための社会・経済活動を支える基盤づくりを
進めていくうえで、このような課題への対応策を提示することが大きな
役割の１つ

今後発生が危惧される大規模災害への対応しうるこれからの
社会における地域のレジリエンスの在り方について、土木技
術者と社会や市民との対話という視点を考慮しながら、調査
研究を進める

・市民の良質な生活空間を継続して確保するための在り方・方向性
・地方、都市部それぞれの継続的なリスクコミュニケーションの在り方
・地域の災害リスクに対する市民の許容性とそれに係る公的、社会的支援等

１ 地域安全小委員会について

2
28



(１)多様な視点での地域レジリエンスに係る考え方の把握を目的に様々な
分野の有識者や実務者との意見交換を実施

(２)地域コミュニティ継続に係る取組事例の把握を目的に基礎自治体等への
ヒアリング調査を実施

(１) 意見交換実施概要 ※各専門分野での取組について委員会内でご講演頂いた後、意見交換を実施

① 倉敷市真備町での西日本豪雨被害時の実体験ならびにその後の活動
（サツキPROJECT代表 津田 由起子氏）

②「水害地域学習研究会」の取組 ～水害に関する「地域の学び」を支援する技術～
（長岡技術科学大学工学部環境社会基盤系 准教授 松田 曜子氏）

③ ㈱HITOTOWA取組事例及び書籍「ネイバーフットデザイン」の概要紹介
（㈱HITOTOWA シニアディレクター 髙村 和明氏）

④ 農山村の実態と再生課題
（明治大学農学部専任教授 小田切 徳美氏）

⑤ 復興とコミュニティ
（東北大学災害科学国際研究所教授 姥浦 道生氏）

⑥ 東日本大震災におけるURの復興まちづくり支援 ～ハードとソフトの両面から～
（独立行政法人 都市再生機構 震災復興支援室長 山本 直氏）

(２) 基礎自治体等ヒアリング調査実施概要
・鳥取県 智頭町役場：「1/0村おこし運動」「百人委員会」等の取組紹介
・宮城県 女川町 復興に係る取組等についてヒアリング
・宮城県 石巻市 (株)街づくりまんぼう 復興まちづくり等についてヒアリング 3

２ 有識者・実務者意見交換、基礎自治体等ヒアリング調査
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地域レジリエンスとは・・・・
普段の何気ない生活様式、コミュニティ、生活環境、ローカルルー
ル、多様性、地域特異性の維持継続、地域の主導的な人材発掘等
⇒これらを高めていくことが必要

・ポピュレーション・アプローチによって社会的要因を探求し、集団を対象とした
働きかけ

・隣人を知るなど繋がりがあれば臨機応変に動ける→地域の人との連携が重要
・地域住民の風通しの良さ、顔が見える関係性の構築が地域レジリエンスにつな

がる
・地域のコミュニティが形成されている地域は、災害時に強い
・防災に限らず多様な社会課題の担い手との連携が重要
・標準化は否定しないが、どこでも通用するレシピは存在しない

→標準化と土着とのバランス
・個人、ライフスタイルの多様性を扱える手法が必要
・次の世代にも支持される暮らし→内発性、多様性、革新性
・平時から地域の課題や在り方を考える場や組織
・地域に深く関わっていく人材の発掘
・地域の危機感に係る住民と行政との共有、住民と行政との良好な関係性構築

２ 有識者や実務者との意見交換結果まとめ

4
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鳥取県智頭町企画課

・自分たちの村は、自分たちで守るという意識を醸成させることが大きな狙い
・人口減少に係る危機感を持った方が住民の中におり、その方が行政を巻き込み進めてきたこと

が、住民が自主的に動くようになったきっかけだと考えられる
・行政職員が集落に入り、様々な人と知り合い関係性を構築することが役立つ
・行政ではなく、地域のキーマンが声がけすると住民が集まってくる

２ 基礎自治体等へのヒアリング調査結果まとめ

5

宮城県女川町

・復興に当たっては、民間事業者が先行的にまちづくり組織を構築し、その組織に行政が入って
いった

・まちの特色としてもともと地域と民間事業者とのつながりが強かった
・もともと、まちに対するマインドが高い
・地縁・血縁関係のつながりが強いことなどが地域コミュニティの特徴
・まちの人は、新しい民間の事業者の人が来てもを避けることはない
・未来の世代を育てている30代、40代の考えを積極的に聞く。60代以上は、口は出さないけど、

お金を出す、自分達は一歩後ろで控えているからやってみろという思い。

宮城県石巻市㈱街づくりまんぼう
・まちづくりの部門が震災後に大きくなった
・震災前の漫画によるコミュニティが震災復興にかなり貢献したと感じている
・復興の最初は、５０代や６０代前半の方々が集まり、話し合い→絵をまとめて→行政に提案する

というサイクルを何回も行った
・商業事業者の想いを実現させていくイメージが復興につながっていく31



【アンケート調査の考え方と目的】
・これまでの被災地域における復興に係る特徴としては下記①～⑥のような項目が考えられる。

・すなわち①～⑥の項目が備わった地域は復興力が高いと推測されるとともに、既往文

献※で定義されている地域レジリエンスの構成要素（Adaptive（適応力）、Robust（堅牢性）、

Redundant（冗長性）、Flexible（柔軟性）、Resourceful（資源力）、Inclusive（包括性）、

Integrated（統合性））等に一定の関連性があると考えられる。

①意思決定力：物事を決める力

②プロジェクト推進力：決めたことをやる力

③組織形成力：必要に応じてチームビルディングできる力

④人材登用力：適材を登用、世代交代を良しとする

⑤情報共有力：情報伝達、日常のコミュニケーションの濃密さ

⑥受援力：外部の支援を受け止める、活用する力

・以上から、地域レジリエンスにおける一定の在り方を見出すため、レジリエンスの構成要

素と復興の特徴の関連性を把握することを目的に、複数の地域において上記①～⑥

の項目における地域住民や自治体職員の意識の度合いを調査する。

※既往参考文献

・レジリエントな都市、国土交通省、2016年6月

・コミュニティ・レジリエンスの考え方に基づくコミュニティ継続計画（CCP）策定手法の提案、

畠山ほか、2013、土木学会論文集

３ アンケート調査設計①
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【復興に係る特徴を踏まえた調査設問内容の設定に係る考え方】
・前頁に示した復興に係る６つの項目ごとに、これまで実施してきた有識者や実務者との意見

交換及び、基礎自治体ヒアリング結果から得られた特徴を整理（下表参照）。

⇒特徴は、以下の４つのカテゴリーで整理

■有識者・実務者意見交換で話題提供され、大規模な水害被害を受けた真備町

■基礎自治体ヒアリングを実施した鳥取県智頭町、宮城県女川町、石巻市

■その他、有識者・実務者意見交換での意見

・整理した復興に係るカテゴリーごとの特徴を踏まえ、地域住民向けの設問内容を設定

・地域住民向けの設問内容を参考に、自治体職員向けの設問内容を設定

・設問は、答えやすいよう基本的に一人称での問いとし、どの設問も共通した５つの選択肢

(とてもあてはまる・やや当てはまる・どちらともいえない・あまりあてはまらない・まったくあてはまらない)による回答方法とした。

その他
有識者等意見

石巻市
㈱街づくり
まんぼう

宮城県
女川町

鳥取県
智頭町

倉敷市
真備町

復興に係る特徴

・・・・・・・・・意思決定力：物事を決める力

・・・・・・・・・プロジェクト推進力：決めたことをやる力

・・・・・・・・・組織形成力：必要に応じてチームビルディングできる力

・・・・・・・・・・・・人材登用力：適材を登用、世代交代を良しとする

・・・・・・・・・情報共有力：情報伝達、日常コミュニケーションの濃密さ

・・・・・・・・・・・・受援力：外部の支援を受け止める、活用する力

３ アンケート調査設計②
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・これまで経験してきた地域の課題が礎となり、ブレることのない信念

・（地域が）自分達でやらないといけないという前提

・自分達の町を作り上げていくという感覚

・復興計画を地域の様々な方々と一緒に作成

・住民の情報取得ハードルが下がり、学習を促進させる

・中立な立場の第三者の存在が重要

・行政と住民の間に第三者が入り、お互いが共通のゴールを目指す

・平時から地域自治や地域のマネジメントの発展を進めていく重要性

・町をどうしていくかということを住民とある程度議論を進めておく

意思決定力：
物事を決める力

・意見交換する場の共有

・スピード感をもって対応する、時間をかけて見極める必要

・リーダーシップ

・住民の思いを行政、議会が受容して実現、ここではやりたい思いをぶつける（住民主導：住民

の強い思い）

・住民の意見をその場でスケッチを描いて具体的な画に落として行く（イメージの具体化と共有、

住民の意見の吸い上げ）

・地元の方々が主体でイベント企画してもらえるようにするための募集要項を作成（様々な人

と協働作業、地域の主体での企画、ルールの作成、発信）

・地方公共団体内の体制指揮命令系統の構築、効率的に回すマネジメント

プロジェクト推進力：
決めたことをやる力

３ アンケート調査設計③ （復興に係る特徴まとめⅰ）

【意見交換やヒアリング調査結果から得られた復興に係る特徴のまとめⅰ(キーワード)】
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・住民との関係性

・誰でも参加できるようなやわらかなチーミング

・集落単位で地区振興協議会

・リーダーシップ、危機意識

・民間の任意団体、民間事業者

・街づくりまんぼうのまちづくりの部門が復興事業

・多様な社会課題の担い手との連携

・地域の防災や安全につながる視点を社会全体で共有

・地域の課題や在り方を考える場や組織

組織形成力：
必要に応じてチーム
ビルディングできる力

・誰でも参加できるようなやわらかなチーミング

・住民のアイデアを実現していくことが重要

・中学生の提案

・未来の世代を育てている30代、40代の考えを積極的に聞く。60代以上は一歩後ろで控

えているからやってみろという思い。

・他の事業者と共に取組み、地元商業者、行政、専門家が一体となって入り、いろいろな検討

・次の世代にも支持される暮らしが生み出しえるかを追求

・多様なプレイヤー交錯、多様な人材ごちゃまぜの場

・地域に深く関わっていく人材の発掘

・公民連携による人材の発掘

人材登用力：
適材を登用、世代
交代を良しとする

３ アンケート調査設計④ （復興に係る特徴まとめⅱ）

【意見交換やヒアリング調査結果から得られた復興に係る特徴のまとめⅱ(キーワード)】

9
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・地域交流の必要性
・クラウドファンディングで情報発信
・取組をモデルに全国へ発信
・ホスピタリティ
・若い職員が一人ずつ集落に入り、集落の振興協議会に張り付く
・組織内外の連携
・合意形成の過程のオープン化
・意思決定プロセスが大きい場で行われていた
・区長が中心となりコミュニティを醸成
・商店街の方々が自主的に中心部に集まり情報共有
・ヒヤリハット経験を共有
・地縁の有無が生死にかかわる
・コミュ二ケーションが広がることで防災や防犯などの困りごとの解決につながる
・コミュティが街やマンションにあって、必要な場合にアクセスできること
・顔が見える関係性

情報共有力：
情報伝達、日常コミュニ
ケーションの濃密さ

・クラウドファンディングで情報発信
・NGO等様々な団体からの支援
・自治体間で意見交換や連携
・企業研修が近年増えた
・ゼネコンやUR都市機構、コンサルタントが入り、マスコミや住民等も参加可能なデザイン会議
・大学の先生などに入っていただき検討
・IターンやUターンで来た人などを活用
・国土交通省の事務所や石巻市の方と密に連携
・地元商業者、行政、専門家が一体となって入り、いろいろな検討
・関係人口の多さと多様性
・多様なプレイヤーや人材が交錯できる場づくり
・外部機関の専門家と平時から連絡できる体制の構築

受援力：
外部の支援を受け
止める、活用する力

３ アンケート調査設計⑤ （復興に係る特徴まとめⅲ）

【意見交換やヒアリング調査結果から得られた復興に係る特徴のまとめⅲ(キーワード)】
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・私は普段の生活や仕事等で何かしらの判断を迫られた場合、その場に応じた決断ができる自信がある。
・私には住んでいる地域で課題などがあった場合、それを自分事として捉え、何らかの形で協力していく考えがある。
・私の住んでいる地域には、町会内会の役員など、地域リーダー的な存在の人がいる。

意思決定力：
物事を決める力

・私は地域のイベントや自治会などにおいて他の住民の方と一緒に行動する機会がある。
・私は住んでいる地域の自治体に対して、意見を出したり、提案したことがある。
・私の住んでいる地域では、自治体から頻繁に情報提供が行われている。
・私は何かの物事を進める時にその過程を周りに広く知ってもらうなど、周囲の方に理解してもらいながら

進めることがある。

プロジェクト推進力：
決めたことをやる力

・私は地域の集まりでリーダーの役割を担うことができる。
・私は地域の様々な方とコミュニケーションを取っている。
・私は防災・安全・まちづくりなどに関して行政や大学、民間事業者などと関わりがある。
・私の住んでいる地域では、お祭りなどの地域イベントが行われている。
・私の住んでいる地域では、公民館やコミュニティセンターで、定期的な集会（講習会、カルチャース

クールなど）が行われている。

組織形成力：
必要に応じてチーム
ビルディングできる力

・私は地域をよくするためには、住民のアイデアを募り、実現していくことが重要だと考えている。
・私は子どもたちや若い世代の提案を取り入れることが、地域を良くしていくために重要と考えている
・私は地域をよくするためには、企業や行政、専門家などが一体となって取り組むことが重要だと考えている。
・私は地域をよくするためには、多様な人材（様々な世代や職種の人）が関わることが重要だと考えている。
・私は地域をよくするためには、公共機関と民間事業者が連携し、時には深くかかわっていく民間人材の

発掘が重要だと考えている。

人材登用力：
適材を登用、世代
交代を良しとする

・私には、住んでいる地域のことなら何でも知っている知人がいる。
・私には、何か困ったことや不満があったときに、相談できる自治体職員や政治家など、相談する相手

がいる。または、地域に相談しやすい雰囲気がある。

情報共有力：
情報伝達、日常ミュ
ニケーションの濃密さ

・私は、困った時、遠慮せずに連絡を取れる人がいる。
・私には、災害に対する知識、経験を持った知り合いがいる。
・私は、困った時に一方的に助けてもらうだけでなく、助けてくれた人と協力しながら物事を前に進めてい

くことができる。

受援力：
外部の支援を受け
止める、活用する力

３ 地域住民向けアンケート調査 （アンケート設問内容）

【復興に係る特徴を踏まえた地域住民向けアンケート設問内容】

11
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【調査対象地域】
これまでのヒアリング調査や有識者・実務者との意見交換で把握した地域のうち、サンプル

数が確保できる地域および、大きな被災経験の少ない都心近郊の都市として以下を調査
対象地域として設定
・さいたま市、倉敷市、石巻市

【調査方法】
・地域住民向けインターネットモニターアンケート調査

⇒地域活動の参加の有無によりスクリーニングを実施し、参加有の場合本調査実地
※地域活動：自主防災組織、町内会・自治会、ＰＴＡ、婦人会、子ども会、老人クラブ、消防団、福祉に関する団体、

趣味やスポーツの団体、ＮＰＯ、その他

【地域住民向けアンケート調査項目】
・基礎情報：年齢、居住地域（市町村単位）
・現居住地域での居住年数
・子どもの有無
・住居形態（一戸建て、集合住宅等）
・被災の有無
・本設問

３ 地域住民向けアンケート調査方法

12
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■サンプル数 ・さいたま市：478、倉敷市：412、石巻市：89 合計1000サンプル

■単純集計結果①

・参加している地域活動別割合（n=1000）

6.4
74.5

11.7
0.9
4.6
2.7
2.3
6.7

19.4
3.3
3.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自主防災組織
町内会・自治会

PTA
婦人会
子ども会
老人クラブ
消防団

福祉に関する団体
趣味やスポーツの団体

NPO

その他 具体的に:

４ 地域住民向けアンケート調査結果① 単純集計結果

39



14

■単純集計結果②

・年齢別割合（n=1000）

・性別割合 （n=1000）

8.5 18.8 28.9 27.0 12.6 2.3

0% 20% 40% 60% 80% 100% 18～19歳 20代

30代 40代

50代 60代

70代 80代

90代

64.3 35.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性 女性

４ 地域住民向けアンケート調査結果② 単純集計結果
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■単純集計結果③

・住居形態別割合（n=1000）

・在住期間別割合（n=1000）

73.8 12.8 2.79.1

0% 20% 40% 60% 80% 100% 持ち家・一戸建て

持ち家・マンション

賃貸・一戸建て

賃貸・マンション、アパート

寮・社宅

その他

7.3 9.4 17.9 64.3

0% 20% 40% 60% 80% 100% 1年未満

1年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上20年未満

20年以上

４ 地域住民向けアンケート調査結果③ 単純集計結果
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■単純集計結果④

・子ども有無別割合（n=1000）

・災害による被害経験有無別割合 （n=1000）

25.6 74.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし

石巻：n=86
倉敷：n=93
さいたま：n=77

75.5 24.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

あり なし

４ 地域住民向けアンケート調査結果④ 単純集計結果
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■被災経験有無別 【プロジェクト推進力 設問５】

■被災経験有無別 【組織形成力 設問８】

9.8

5.1

26.2

23.3

27.3

21.1

21.1

28.5

15.6

22.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

被災経験

あり

被災経験

なし

私は住んでいる地域の自治体に対して、意見を出したり、提案したこと

がある

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=256

n=744

%

変数 1 変数 2

平均 51.2 148.8

分散 355.7 4288.7

観測数 5 5

プールされた分散 2322.2

仮説平均との差異 0

自由度 8

t -3.20236

P(T<=t) 片側 0.006284

t 境界値 片側 1.859548

P(T<=t) 両側 0.012568

t 境界値 両側 2.306004

5.1

3.5

23.4

16.0

28.1

27.4

23.0

28.0

20.3

25.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

被災経験

あり

被災経験

なし

私は地域の集まりでリーダーの役割を担うことができる

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=256

n=744

%

変数 1 変数 2

平均 51.2 148.8

分散 507.7 5994.7

観測数 5 5

プールされた分散 3251.2

仮説平均との差異 0

自由度 8

t -2.70644

P(T<=t) 片側 0.013403

t 境界値 片側 1.859548

P(T<=t) 両側 0.026806

t 境界値 両側 2.306004

４ 地域住民向けアンケート調査結果⑤ クロス集計結果（T検定有意）1
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■被災経験有無別 【情報共有力 設問１８】

■被災経験有無別 【情報共有力 設問１９】

7.4

4.7

26.6

20.2

32.0

32.3

19.9

27.0

14.1

15.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

被災経験

あり

被災経験

なし

私には、住んでいる地域のことなら何でも知っている知人がいる

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=256

n=744

%

変数 1 変数 2

平均 51.2 148.8

分散 624.7 6235.7

観測数 5 5

プールされた分散 3430.2

仮説平均との差異 0

自由度 8

t -2.63488

P(T<=t) 片側 0.014975

t 境界値 片側 1.859548

P(T<=t) 両側 0.029951

t 境界値 両側 2.306004

7.8

4.0

27.7

21.4

30.9

31.5

22.3

25.8

11.3

17.3

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

被災経験

あり

被災経験

なし

私には、何か困ったことや不満があったときに、相談できる自治体職員

や政治家など、相談する相手がいる。または、地域に相談しやすい雰

囲気がある

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=256

n=744

%

変数 1 変数 2

平均 51.2 148.8

分散 666.2 5933.7

観測数 5 5

プールされた分散 3299.95

仮説平均との差異 0

自由度 8

t -2.68637

P(T<=t) 片側 0.013826

t 境界値 片側 1.859548

P(T<=t) 両側 0.027652

t 境界値 両側 2.306004

４ 地域住民向けアンケート調査結果⑥ クロス集計結果（T検定有意）2
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■被災経験有無別 【受援力 設問２０】

■被災経験有無別 【受援力 設問２１】

15.6

10.3

32.8

31.6

29.7

29.6

14.5

19.5

7.4

9.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

被災経験

あり

被災経験

なし

私は、困った時、遠慮せずに連絡を取れる人がいる

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=256

n=744

%

変数 1 変数 2

平均 51.2 148.8

分散 763.7 6090.2

観測数 5 5

プールされた分散 3426.95

仮説平均との差異 0

自由度 8

t -2.63612

P(T<=t) 片側 0.014946

t 境界値 片側 1.859548

P(T<=t) 両側 0.029893

t 境界値 両側 2.306004

12.9

5.5

31.6

20.7

30.5

29.2

18.0

29.0

7.0

15.6

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

被災経験

あり

被災経験

なし

私には、災害に対する知識、経験を持った知り合いがいる

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=256

n=744

%

変数 1 変数 2

平均 51.2 148.8

分散 766.7 5472.7

観測数 5 5

プールされた分散 3119.7

仮説平均との差異 0

自由度 8

t -2.76289

P(T<=t) 片側 0.012282

t 境界値 片側 1.859548

P(T<=t) 両側 0.024565

t 境界値 両側 2.306004

４ 地域住民向けアンケート調査結果⑦ クロス集計結果（T検定有意）3
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■因子分析結果（因子数の設定）

４ 地域住民向けアンケート調査結果⑧ 因子分析結果速報版１
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■主成分分析

４ 地域住民向けアンケート調査結果⑩ 主成分分析結果速報版1

�4�8



23

■主成分分析：各成分ごとの平均得点による分布（被災経験：なし／あり）

４ 地域住民向けアンケート調査結果⑪ 主成分分析結果速報版２
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■主成分分析：各成分ごとの平均得点による分布（性別：男／女）

４ 地域住民向けアンケート調査結果⑫ 主成分分析結果速報版3
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■主成分分析：各成分ごとの平均得点による分布（年齢： 60歳未満／60歳以上）

４ 地域住民向けアンケート調査結果⑬ 主成分分析結果速報版4
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【自治体職員向けアンケート設問内容ⅰ ←地域住民向け設問内容を参考に編集】

５ 自治体職員向けアンケート設問内容

・私は職場で何かの判断を迫られた場合、的確に決断することができる。または決断する自信がある。
・私は業務に従事する際、明確な目標をもって前向きに取り組んでいる。または、取り組んだことがある。
・私は業務の課題解決には、地域住民や地域団体の協力がある程度必要と考えている。

意思決定力：
物事を決める力

・私は業務上、地域組織・住民等とともに地域活動やイベント等を行っている。または、行ったことがある。
・私は業務上、地域組織・住民等にアドバイス等を行っている。または、行ったことがある。
・私は業務上、地域組織・住民等に頻繁に情報提供を行っている。または、行ったことがある。
・私は業務上、何らかの事項を決断しなければならないときに、その検討過程などを多様な団体、組織等に

説明し協力し合いながら進めている。または、進めたことがある。

プロジェクト
推進力：決めた
ことをやる力

・私は業務上、防災やまちづくりを考える場合、地域組織や大学、地元民間企業などに参画を促すことが
できる。または、促す自信がある。

・私は地域組織等と協働で行う業務で、リーダーの役割を担うことができる。または、担う自信がある。
・私は業務上、地域住民とコミュニケーションを取っている。または、取ったことがある。
・私は、防災、安全、まちづくりに関して、大学や民間企業などの団体、組織等と繋がることが必要と考えている。

組織形成力：必
要に応じて
ﾁｰﾑﾋﾞﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ
できる力

・私は地域課題を解決するためには、住民のアイデアを募りながら取り組んでいくことが必要と考えている。
・私は地域課題を解決するためには、子どもたちや若い世代（４０代以下）の提案を取り入れることが必要と考えている。
・私は地域課題を解決するためには、企業や地域、専門家などが行政一体となって取り組んでいくことが必要と考えている。
・私は地域課題を解決するためには、地域の多様な人材（様々な世代や職種の人）に参画してもらうことが必要と考えている。
・私は地域課題を解決するためには、民間人材と連携しながら取り組んでいくことが必要と考えている。

人材登用力：適
材を登用、世代
交代を良しとす
る

・私は業務上、地域コミュニティ（例：自治会、自主防災組織、地域イベント・活動など）の活動の企画や支援
を行うなど、地域コミュニティの活動に関わりがある。または、関わったことがある。

・私は、地域コミュニティで中心的な役割を持つ人材を知っている。
・私は業務上、地域からの相談や意見を受けたことがある。または、これまでに相談しやすいと言われたことがある。

情報共有力：情
報伝達、日常ｺ
ﾐｭﾆｹｰｼｮﾝの濃
密さ

・私は、災害時（災害が起こった際）、外部団体等に「躊躇ない応援の要請」を行うことができる。または、行う
自信がある。

・私は、災害対応のノウハウ等を持った専門家等との繋がりがある。
・私は業務上、地域の自主防災組織や地元民間事業者など、地域の多様な組織・団体等と連携して災害・

復旧・復興対応を行うことができる。または、行う自信がある。

受援力：外部の
支援を受け止め
る、活用する力

26
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【調査対象地域】
地域住民アンケート調査に合わせて以下を調査対象自治体として設定
・さいたま市、倉敷市、石巻市

【調査方法】
・対象自治体職員を対象に、当該小委員会の委員を通じて依頼し、協力者より回答

【自治体職員向けアンケート調査項目】
・自治体名
・これまで最も在籍期間の長かった所属部署⇒以下の選択肢

①総務・企画・防災系
②財政系
③経済・産業・農林水産系
④文化・教育・スポーツ系
⑤福祉・子育て・保健・環境系
⑥土木・建設系

・役所在職年数⇒①５年未満、②5年以上10年未満、③10年以上20年未満、④20年以上
・本設問

⇒地域住民向けアンケート調査設問を自治体職員向けに編集

５ 自治体職員向けアンケート調査方法

27
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■サンプル数 ・さいたま市：85、倉敷市：50、女川市：1 合計136サンプル

■単純集計結果①

・これまで最も在籍期間の長かった

所属部署（n=136）

13.2% 4.4%

5.9%
0.7%

7.4%

68.4%

最も在籍期間の⾧かった所属部署
①総務・企画・防災系

②財政系

③経済・産業・農林水産系

④文化・教育・スポーツ系

⑤福祉・子育て・保健・環境系

⑥土木・建設系

■単純集計結果②

・役所/役場の在籍年数（n=136）

9.6%

9.6%

43.4%

37.5%

役所/役場の在籍年数

①5年未満

②5年以上10年未満

③10年以上20年未満

④20年以上

５ 自治体職員向けアンケート調査結果① 単純集計結果速報版１
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■単純集計結果③

・災害対応の有無 （n=136）

54.4%

45.6%

災害対応経験の有無

あり

ない

4.4%
16.9%

1.5%
2.2%
4.4%

1.5%
1.5%
1.5%
1.5%

12.5%
14.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

災害対策本部、消防本部
避難所対応
電話対応

給水
下水道
廃棄物

応援受援
住宅関連

斜面・造成地
その他
不明

主な対応内容

５ 自治体職員向けアンケート調査結果② 単純集計結果速報版２

55



30

■クロス集計結果【意思決定力】

■クロス集計結果【プロジェクト推進力】

4.4%

6.8%

1.6%

39.0%

45.9%

30.6%

38.2%

33.8%

43.5%

15.4%

12.2%

19.4%

2.9%

1.4%

4.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

災害対応あり

災害対応なし

①私は職場で何かの判断を迫られた場合、的確に決断することができる。または決断する

自信がある。

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=74

n=62

26.5%

28.4%

24.2%

36.8%

33.8%

40.3%

7.4%

9.5%

4.8%

15.4%

16.2%

14.5%

14.0%

12.2%

16.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

災害対応あり

災害対応なし

④私は業務上、地域組織・住民等とともに地域活動やイベント等を行っている。または、

行ったことがある。

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=74

n=62

５ 自治体職員向けアンケート調査結果③ クロス集計結果速報版１
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■クロス集計結果【組織形成力】

■クロス集計結果【人材登用力】

4.4%

5.4%

3.2%

28.7%

31.1%

25.8%

29.4%

27.0%

32.3%

24.3%

24.3%

24.2%

13.2%

12.2%

14.5%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

災害対応あり

災害対応なし

⑧私は業務上、防災やまちづくりを考える場合、地域組織や大学、地元民間企業などに

参画を促すことができる。または、促す自信がある。

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=74

n=62

17.6%

23.0%

11.3%

39.0%

37.8%

40.3%

12.5%

16.2%

8.1%

11.0%

12.2%

9.7%

19.9%

10.8%

30.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

災害対応あり

災害対応なし

⑰私は業務上、地域コミュニティ（例:自治会、自主防災組織、地域イベント・活動など）の活

動の企画や支援を行うなど、地域コミュニティの活動に関わりがある。または、関わったことがある。

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=74

n=62

５ 自治体職員向けアンケート調査結果④ クロス集計結果速報版２
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■クロス集計結果【情報共有力】

■クロス集計結果【受援力】

9.6%

10.8%

8.1%

23.5%

23.0%

24.2%

25.0%

28.4%

21.0%

22.8%

24.3%

21.0%

19.1%

13.5%

25.8%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

災害対応あり

災害対応なし

⑱私は、地域コミュニティで中心的な役割を持つ人材を知っている。

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=74

n=62

5.8%

9.5%

1.6%

20.4%

29.7%

9.7%

34.3%

28.4%

41.9%

24.8%

21.6%

27.4%

14.6%

10.8%

19.4%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

全体

災害対応あり

災害対応なし

⑳私は、災害時（災害が起こった際）、外部団体等に「躊躇ない応援の要請」を行うこ

とができる。または、行う自信がある。

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=74

n=62

５ 自治体職員向けアンケート調査結果⑤ クロス集計結果速報版３
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■クロス集計結果【意思決定力】

■クロス集計結果【プロジェクト推進力】

12.2%

4.4%

44.9%

39.0%

29.2%

38.2%

11.0%

15.4%

2.7%

2.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

市民アンケート

自治体アンケート

市民:判断を迫られた場合、その場に応じた決断ができる自信がある

自治体:判断を迫られた場合、的確な判断・決断する自信がある

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=1000

n=136

9.1%

14.7%

39.0%

42.6%

34.1%

15.4%

14.3%

19.1%

3.5%

8.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

市民アンケート

自治体アンケート

市民:地域に対して自治体から頻繁に情報提供が行われてる

自治体:業務上、地域組織等に頻繁に情報提供を行っている

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

５ 住民向け・自治体職員向けアンケート調査結果比較①
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■クロス集計結果【人材登用力】

■クロス集計結果【受援力】

10.6%

20.6%

47.8%

55.9%

31.4%

19.1%

6.9%

3.7%

3.3%

0.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

市民アンケート

自治体アンケート

市民:地域をよくするためには、住民のアイディアを募り実現していくことが重要と考えている

自治体:地域課題の解決には、住民のアイディアを募りながら取り組んでいくことが必要と考えている

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=1000

n=136

10.2%

3.7%

43.6%

16.2%

35.0%

33.1%

7.6%

27.2%

3.6%

19.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

市民アンケート

自治体アンケート

市民:困ったときに一方的に助けてもらうだけでなく、助けてくれた人と協力しながら物事を前に進めていくことができる

自治体:業務上、地域の自主防災組織等と地域の多様な組織・団体等と連携し、災害・復旧・復興を行うことができる

とてもあてはまる ややあてはまる どちらともいえない あまりあてはまらない まったくあてはまらない

n=1000

n=136

５ 住民向け・自治体職員向けアンケート調査結果比較②
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■今後の進め方

・地域住民向けアンケート因子分析・主成分分析とクロス集計の比較、

分析結果の精査・検証、追加分析の検討・実施

・自治体向けアンケートのクロス集計結果の再精査・追加分析の検討

・地域住民向けアンケート、自治体向けアンケート結果の比較分析

方法の検討

・分析結果を踏まえた提言の方向性を見据えた地域レジリエンスに係る

考え方の仮説の整理と仮説に基づく分析結果の考察

６ アンケート調査分析の今後の進め方

35

分析結果のさらなる精査・検証を行うとともに、今回の
分析結果を踏まえて、研究成果の発信・提言の方向性
を見据えた地域レジリエンスに係る考え方の仮説を改め
て整理したうえで、アンケート調査結果の考察を行う
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【経験のない気象の常態化による宅地斜斜面防災に関する調査研究】
・HP公開 https://committees.jsce.or.jp/s_research/node/33

１．研究概要
２．経験の無い気象条件と土砂災害
３．近年の宅地斜面災害と対策（災害メカニズム、主な対策と効果）

４．地域力で防ぐ土砂災害
4.1 地域防災活動の現状と課題
4.1.1 前提の考え方
4.1.2 高齢化，人口減少下での地域防災
4.1.3 都市部での地域防災
4.2 災害に対する地域の危険度情報
4.3 地域特性を考慮した防災活動の事例
4.4 土砂災害に関わる法的な課題と対応策

4.5 地域防災活動の限界
５．潜在的な自然災害リスクを有する地震災害と気象災害
６．まとめ

７ 土木学会令和 6 年度重点研究課題

36

当小委員会担当
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■地域防災に係る取組実施には、以下のような視点を踏まえながら
対応していくことが考えられ、これらは斜面宅地防災にも当てはまる

①地方、都市部それぞれの継続的なリスクコミュニケーションの在り方

（地方部の担い手不足が進む中でのコミュニティの継続、都市部におけ

るコミュニティの再生等）

②地域住民のリテラシー向上（社会インフラのみで対応できないという

考え方等の災害的知識の向上、社会的共有）や地域の災害リスクに対

する市民の許容性とそれに係る公的、社会的支援

③地域レジリエンスに資するまちづくり（これまでの災害復興の教訓を踏ま

えたまちづくり等）や都市計画の在り方とそれに係る市民との合意形成

④発災後の復興を見据えた新たな方策

⑤自治体間連携、地域間連携

全国の地域防災に係る事例、様々な分野の有識者や実務者との意見交換、
基礎自治体等へのヒアリング調査などから得られた知見などを踏まえながら、
「高齢化、人口減少下の地域防災」、「都市部での地域防災」を事例を交え
ながら整理 37

4.1.1 前提の考え方７ 土木学会令和６年度重点研究課題
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松山市の事例

・平成17年度に全国の自治体で初めて市民が防災士（民間資格）を取得するのに必要な費用
を全額公費負担（愛媛大学と連携して防災士養成講座を開講し、講座開講に必要な講師や
会場を外部発注せず市や大学で準備等）し、地域の防災リーダーを育成

⇒市区町村では日本一の防災士数：9,700名超（令和6年6月末現在）
・資格を取得した防災士はそれぞれの地域や職場で連携しながら、防災訓練や研修会の開催、

計画策定を通じて、防災力向上に貢献

・自主防災組織で様々な取組が行われるようになると、組織間の情報共有や問題の解決に、
組織間を結ぶネットワークづくりが必要に

・組織間の連携や応援協力などについて平常時から協議し、いざという時に実効性のある
体制整備を目的に「松山市
自主防災組織ネットワーク
会議」を設立

・当該会議が主体で地区防災
計画を3か年計画で策定に
取り組み、平成29年度には
市内41地区全てにおいて
策定が完了 38

4.1.2 高齢化、人口減少下
での地域防災（１）７ 土木学会令和６年度重点研究課題
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倉敷市真備町の事例

・平成30年7月豪雨災害における真備町の被害の特徴は自宅で命を落とした高齢者が多い。
※犠牲者45/51名（災害関連死除く）が65歳以上の高齢者（死亡場所が自宅：86.3％）

・22時の避難勧告、23時45分の避難指示発令の段階に該当する時間帯で、64.8%が避難を
開始（全回答数：347の内、225が避難開始と回答）

⇒避難行動意識の高さがうかがえる一方で、高齢者等の自律的避難が困難な方が犠牲に

・逃げ遅れた時に次善の策として、いつも通い慣れた場所の2階に逃げることができたら。

39

【避難機能付き共同住宅建設「サツキPROJECT」】
・費用：国土交通省のモデル事業として採択、クラウドファンディングにより確保
・全８戸の内、2階の1戸をコミュニティルーム兼地域の防災拠点として開放
・入居条件：支えあう生活や災害時に自宅が避難所となる可能性があることを理解できる方
・お互いを気にかけ合い、かつ、プライバシーを確保しながら生活を営む
・既存ストック活用(再生利用)

→災害復興公営住宅よりも
1年ほど早く完成

■リスクと共存する暮らしの
あり方を提示

4.1.2 高齢化、人口減少下
での地域防災（２）７ 土木学会令和６年度重点研究課題
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さいたま市の事例【防災都市づくり計画】

・利便性や快適性も備えた安全で住みやすい都市を目指していくため、防災も含めた総合的な
都市づくりを目指し「さいたま市防災都市づくり計画」（平成２７年８月）を策定

・計画に基づき、①出前講座の実施、②準防火地域の指定拡大、③災害リスクの継続的な
モニタリングとその結果の公開、④推進地区候補に対する防災まちづくり支援を実施
※④：災害リスクが高い地区で、配置状況や建物の配置状況を現地踏査で確認し、重点的か

つ優先的に対策を講じる必要がある地区を市が「推進地区候補」に設定
・推進地区候補のうち、「防災まちづくり方針」の策定を行い、防災まちづくりの実践を行った地区

を「推進地区」として位置づけ
※防災まちづくり方針：今よりも「災害に強く」、「住みやすい」まちにしていくとの観点で、目指す

べきまちの姿、防災まちづくりの方向性などをまとめた方針

40

【推進地区にしてされた地域（１地区）の概要】
・戦前に整備した低層戸建て住宅を中心とした閑静な住宅街で地区内の道路は狭い
・普段から住民のまちづくりに対する意識が高く、住民同士のまとまりがある
・あらかじめ作成の流れやとりまとめのイメージを提示し、関係者で共有しながら方針を作成

⇒地域の中で災害の被害を「自分事」として捉え、問題意識を持った人が中心となり活動
⇒日頃から地域のまとまりがあった

■きっかけとなる地区の「キーマン」に出会えることができるかが、行政として最も難しい
⇒地域住民と接する機会を地道に積み重ねていくことが重要

4.1.3 都市部での地域防災７ 土木学会令和６年度重点研究課題

66











 

 

 

 

 

 
安全問題討論会’25 委員会報告 資料集 

--------------------------------------------------------------------------- 

発行日:2025年 11月 27日 

編集者:公益社団法人 土木学会 安全問題研究委員会 安全問題討論会実行小委員会 

委員長 山中憲行 

幹事長 髙橋亨輔 

発行所:公益社団法人 土木学会 

  〒160-0004 東京都新宿区四谷一丁目 外濠公園内 

  電話 03-3355-3559 FAX03-5379-0125 

--------------------------------------------------------------------------- 

                         ©土木学会 2025 

71


	
	スライド 1: 危険環境の対比型建設工事安全ポスターの製作と普及展開 ～Bad or Good の観点から～
	スライド 2: 土木工事安全小委員会　名簿
	スライド 3: 就業人口と労働災害統計
	スライド 4: 第一線の労働者の安全意識高揚の一助
	スライド 5: 話題提供内容
	スライド 6: 1．発想の拠り所（1）
	スライド 7: 1．発想の拠り所（2）
	スライド 8: 2．製作の経緯(1)
	スライド 9: 現場でのかるた活用事例（1）
	スライド 10: 現場でのかるた活用事例（2）
	スライド 11
	スライド 12
	スライド 13: 2．製作の経緯(2)
	スライド 14: 着　眼　点
	スライド 15: タイトルの着想元
	スライド 16: 3．作品事例（無表記版）
	スライド 17: 3．作品事例（Bad or Good 表記版）
	スライド 18: 3．作品事例（Bad 場面矢印表記版）
	スライド 19: 3．作品事例（Dangerous or Safe 表記版）
	スライド 20: 4-1．期待効果
	スライド 21: 4-2．今後の計画
	スライド 22
	スライド 23: 4-2．今後の計画「その２　建設工事安全クイズ」
	スライド 24: FIN.




